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○小牧市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等

に関する条例施行規則  

平成２７年３月３１日 

規則第１４号 

改正 平成２８年２月２４日規則第１号 

平成２８年３月３１日規則第２８号 

平成２８年７月１１日規則第４４号 

平成２９年３月３１日規則第２６号 

平成２９年５月１６日規則第３０号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小牧市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の利用者負担等に関する条例（平成２７年小牧市条例第１４号。以下「条

例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（負担金の額） 

第２条 条例第２条第１項の規定による負担金の額は、別表第１に掲げる

児童の属する世帯の所得区分に応じ、同表の利用者負担額に定める額の

とおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、月の途中で入園し、又は退園した子ども・

子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第１９

条第１項第１号に規定する小学校就学前子どものうち法第２０条第４項

に規定する支給認定（以下「支給認定」という。）を受けたもの（以下

「１号支給認定子ども」という。）のその月に係る負担金の額は、別表

第１の利用者負担額を２０で除して得た額に、その月に当該１号支給認

定子どもが在籍する期間の開園日数（２０日を超える場合は、２０日）

を乗じて得た額（その額に１０円未満の端数が生じたときは、これを切

り捨てた額）とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、月の中途で入園し、又は退園した法第１

９条第１項第２号に規定する小学校就学前子どものうち支給認定を受け

たもの（以下「２号支給認定子ども」という。）及び同項第３号に規定
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する小学校就学前子どものうち支給認定を受けたもの（以下「３号支給

認定子ども」という。）のその月に係る負担金の額は、別表第１の利用

者負担額を２５で除して得た額に、その月に当該２号支給認定子ども又

は３号支給認定子どもが在籍する期間の開園日数（２５日を超える場合

は、２５日）を乗じて得た額（その額に１０円未満の端数が生じたとき

は、これを切り捨てた額）とする。 

（利用料の額） 

第３条 条例第４条第２項の規定による利用料の額は、当該利用に係る児

童の年齢が別表第１の２号支給認定子ども又は３号支給認定子どもの区

分に該当する年齢児の同表の児童の属する世帯の所得区分の所得割額が

３０５，８００円以上の区分に掲げる額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急又は一時的に保育を必要とする児童に

係る利用料ついては、別表第２に定める額に当該児童が利用した日数を

乗じて得た額とする。 

（負担金等の納付の通知及び還付） 

第４条 市長は、負担金又は利用料（以下「負担金等」という。）の額を

決定したときは、その旨を負担金等の納付義務者（以下「納付義務者」

という。）に通知するものとする。 

２ 納付義務者は、負担金等を市長が発行する納入通知書による現金納付

又は口座振替の方法により納付するものとする。 

３ 月の中途で退園した１号支給認定子どもに係る負担金が既に納付され

ている場合にあっては、納付されたその月に係る負担金の額から第２条

第２項で定める額を、２号支給認定子ども及び３号支給認定子どもの場

合にあっては同条第３項で定める額を控除した額を還付する。 

４ 月の中途で入園し、又は退園した児童（前条第２項に規定する児童を

除く。）のその月に係る利用料については、その月額を徴収する。 

５ 納付された利用料は、これを還付しない。 

（負担金の減免） 

第５条 条例第２条第２項の規定による負担金の減免については、納付義
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務者が次の各号のいずれかに該当すると市長が認めた者とする。 

(1) 長期にわたり所得が皆無又は著しく減少した者 

(2) 長期にわたる病気又は災害により負担金の納入が困難となった者 

(3) その他特別の事由のある者 

２ 前項の規定による負担金の減免を受けようとする者は、小牧市特定教

育・保育施設及び特定地域型保育事業利用者負担金減免申請書（別記様

式）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、負担金の減免の決定をしたときは、納付義務者に通知するも

のとする。 

（委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか、負担金及び利用料の徴収について

必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

（小牧市保育園運営費負担金及び利用料徴収条例施行規則の廃止） 

２ 小牧市保育園運営費負担金及び利用料徴収条例施行規則（昭和４３年

小牧市規則第１０号）は、廃止する。 

（小牧市市立幼稚園保育料減免に関する規則の廃止） 

３ 小牧市市立幼稚園保育料減免に関する規則（昭和４７年小牧市規則第

２９号）は、廃止する。 

（市立幼稚園保育料減免の特例） 

４ 条例附則第４項の規定によりなおその効力を有するものとされた同項

に掲げる規定を適用する場合においては、前項の規定による廃止前の小

牧市市立幼稚園保育料減免に関する規則第２条の規定は、なおその効力

を有する。この場合において、同条第１項第１号中「２，６７０円」と

あるのは「５，０００円」と、同項第４号中「児童（１８歳に達する日

以後の最初の３月３１日までの間にある者をいう。）」とあるのは「子

等（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）第１４
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条の２第１項に規定する特定被監護者等に該当する者をいう。以下同

じ。）」と、「当該児童」とあるのは「当該子等」とする。 

附 則（平成２８年規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年規則第２８号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年規則第４４号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の小牧市特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例施行規則の規定は、

平成２８年４月１日から適用する。 

附 則（平成２９年規則第２６号） 

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、附則第４項

の改正規定（「同条第１号」を「同条第１項第１号」に改める部分に限

る。）は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の小牧市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者

負担等に関する条例施行規則附則第４項及び別表第１備考第６号の規定

は、平成２９年度以後の利用者負担額について適用し、平成２８年度ま

での利用者負担額については、なお従前の例による。 

附 則（平成２９年規則第３０号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の小牧市特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例施行規則の規定は、

平成２９年４月１日から適用する。 

別表第１（第２条、第３条関係） 

児童の属する世帯の所得区分 利用者負担額（月額） 

１号支給

認定子ど

も 

２号支給認定子ど

も 

３号支給

認定子ど

も 

３歳以上

児 

４歳以上

児 

３歳児 ３歳未満

児 
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生活保護法（昭和２５年法律第１４

４号）による被保護世帯（単給世帯

を含む。）及び中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第３０号）による支援給付受

給世帯 

円

０

円

０

円

０

円

０

４月から

８月まで

の月分の

利用者負

担額につ

いては前

年度分の、

９月から

３月分の

利用者負

担額につ

いては当

該年度分

の市町村

民税の額

の区分が

次の区分

に該当す

る世帯 

市町村民税非課税世帯 ０ ０ ０ ０

均等割額のみ（所得割額

のない世帯）でひとり親

世帯等 

０ １，９０

０

１，９０

０

３，０５

０

均等割額のみ（所得割額

のない世帯）でひとり親

世帯等でない世帯 

３，００

０

４，８０

０

４，８０

０

７，１０

０

所

得

割

額 

１７，４０

０円未満 

ひとり親

世帯等 

２，３５

０

２，３５

０

２，３５

０

３，４５

０

ひとり親

世帯等で

ない世帯 

５，７０

０

５，７０

０

５，７０

０

７，９０

０

１７，４０

０円以上

３４，８０

０円未満 

ひとり親

世帯等 

２，９０

０

２，９０

０

２，９０

０

４，０５

０

ひとり親

世帯等で

ない世帯 

６，８０

０

６，８０

０

６，８０

０

９，１０

０

３４，８０

０円以上

４８，６０

ひとり親

世帯等 

３，００

０

３，３０

０

３，３０

０

４，４５

０

ひとり親 ７，６０ ７，６０ ７，６０ ９，９０
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０円未満 世帯等で

ない世帯 

０ ０ ０ ０

４８，６０

０円以上

５２，２０

０円未満 

ひとり親

世帯等 

３，００

０

３，８０

０

３，８０

０

４，９５

０

ひとり親

世帯等で

ない世帯 

７，６０

０

７，６０

０

７，６０

０

９，９０

０

５２，２０

０円以上

６６，６０

０円未満 

ひとり親

世帯等 

３，００

０

４，７０

０

４，７０

０

５，８５

０

ひとり親

世帯等で

ない世帯 

９，４０

０

９，４０

０

９，４０

０

１１，７

００

６６，６０

０円以上

７７，１０

１円未満 

ひとり親

世帯等 

３，００

０

５，９０

０

５，９０

０

７，００

０

ひとり親

世帯等で

ない世帯 

１１，１

００

１１，８

００

１１，８

００

１４，０

００

７７，１０１円以上８

４，６００円未満 

１１，１

００

１１，８

００

１１，８

００

１４，０

００

８４，６００円以上１

２０，４００円未満 

１５，５

００

１６，７

００

１６，７

００

１９，０

００

１２０，４００円以上

１５６，４００円未満

１５，５

００

１７，８

００

２１，５

００

２５，１

００

１５６，４００円以上

１７８，９００円未満

１５，５

００

１７，８

００

２１，５

００

３１，６

００

１７８，９００円以上

１９６，９００円未満

１５，５

００

１７，８

００

２１，５

００

３９，１

００

１９６，９００円以上 １５，５ １７，８ ２１，５ ４３，８
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２１５，０００円未満 ００ ００ ００ ００

２１５，０００円以上

２３３，０００円未満

１７，８

００

１７，８

００

２１，５

００

４７，１

００

２３３，０００円以上

２４８，７００円未満

１７，８

００

１７，８

００

２１，５

００

４９，９

００

２４８，７００円以上

３０５，８００円未満

１７，８

００

１７，８

００

２１，５

００

４９，９

００

３０５，８００円以上 １７，８

００

１７，８

００

２１，５

００

４９，９

００

備考 

１ この表において、「均等割額」とは地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２９２条第１項第１号に規定する額をいい、「所得割額」

とは同項第２号に規定する額（この所得割を計算する場合においては、

同法第３１４条の７から第３１４条の９まで、同法附則第５条第３項、

第５条の４第６項及び第５条の４の２第６項の規定は適用しないも

のとする。）をいう。ただし、同法第３２３条に規定する市町村民税

の減免があった場合には、その額を均等割額又は所得割額から控除し

て得た額を均等割額又は所得割額とする。 

２ この表において「ひとり親世帯等」とは、次に掲げるものをいう。 

（１） 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）

第６条第６項に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養してい

るものの世帯（法第２０条第４項に規定する支給認定保護者（以下

「支給認定保護者」という。）と同一の世帯に属する場合を除く。） 

（２） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第

４項の規定により身体障害者手帳の交付を受けた者がいる世帯 

（３） 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５

６号）の規定により療育手帳の交付を受けた者がいる世帯 

（４） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律

第１２３号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳
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の交付を受けた者がいる世帯 

（５） 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第

１３４号）に定める特別児童扶養手当の支給対象となる児童がいる

世帯 

（６） 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に定める国民年金

の障害基礎年金等の受給者がいる世帯 

（７） 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者に準ずる程度に

困窮していると市長が認めた世帯 

３ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付受

給世帯には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法律第１０

６号）附則第２条第１項及び第２項の規定によりなお従前の例による

こととされた支援給付受給世帯を含む。 

４ 出生順位が２番目以降の法第２０条第４項に規定する支給認定子

ども（以下「支給認定子ども」という。）に係る利用者負担額は、次

のとおりとする。 

（１） 所得割額が７７，１０１円未満の世帯で、支給認定保護者と

生計を一にする子等が２人以上いる場合の１号支給認定子どもに

係る利用者負担額は、当該支給認定保護者と生計を一にする子等の

うち、出生順位が第２番目の１号支給認定子どもについては当該世

帯が該当する所得区分に係る利用者負担額の２分の１の額（その額

に１０円未満の端数金額が生じたときは、これを切り捨てた額）と

し、第３番目以降の１号支給認定子どもについては無料とする。 

（２） 所得割額が７７，１０１円以上の世帯で、同一世帯に小学校

（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する小学校

をいう。）、義務教育学校（同条に規定する義務教育学校をいう。）

の前期課程又は特別支援学校（同条に規定する特別支援学校をい

う。）の第３学年以下の児童がいる場合の１号支給認定子どもに係
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る利用者負担額は、当該児童のうち出生順位が第２番目の１号支給

認定子どもについては当該世帯が該当する所得区分に係る利用者

負担額の２分の１の額（その額に１０円未満の端数金額が生じたと

きは、これを切り捨てた額）とし、出生順位が第３番目以降の１号

認定子どもについては無料とする。 

（３） 所得割額が５７，７００円未満の世帯で、支給認定保護者と

生計を一にする子等が２人以上いる場合の２号支給認定子ども又

は３号支給認定子どもに係る利用者負担額は、当該支給認定保護者

と生計を一にする子等のうち、出生順位が第２番目の２号支給認定

子ども又は３号支給認定子どもについては当該世帯が該当する所

得区分に係る利用者負担額の２分の１の額（その額に１０円未満の

端数金額が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、第３番目以

降の２号支給認定子ども又は３号支給認定こどもについては無料

とする。 

（４） 所得割額が５７，７００円以上の世帯で、同一世帯に２人以

上の支給認定子どもが特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業

（法第２７条及び第２９条に規定する施設をいう。）若しくは認定

こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定

する認定こども園をいう。）に在園し、特別支援学校幼稚部（学校

教育法第７６条第２項に規定する特別支援学校の幼稚部をいう。）

に在学し、児童心理治療施設通所部（児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第７条第１項に規定する児童心理治療施設の通所部を

いう。）に在所し、又は児童発達支援（児童福祉法第６条の２の２

第２項に規定する児童発達支援をいう。）及び医療型児童発達支援

（児童福祉法第６条の２の２第３項に規定する医療型児童発達支

援をいう。）を利用している場合の２号支給認定子ども又は３号支

給認定子どもに係る利用者負担額は、当該支給認定子どものうち出

生順位が第２番目の２号支給認定子ども又は３号支給認定子ども
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については当該世帯が該当する所得区分に係る利用者負担額の２

分の１の額（その額に１０円未満の端数金額が生じたときは、これ

を切り捨てた額）とし、第３番目以降の２号支給認定子ども又は３

号支給認定子どもについては無料とする。 

５ 前号の規定にかかわらず、支給認定保護者が現に２人以上の子等

と生計を一にしている場合において、その中における出生順位が第２

番目以降の子等のうち次に掲げるものの利用者負担額については、無

料とする。 

（１） 均等割額のみ（所得割額のない世帯）でひとり親世帯等でな

い世帯の１号支給認定子ども 

（２） 所得割額が７７，１０１円未満のひとり親世帯等の支給認定

子ども 

６ 前２号に規定するもののほか、支給認定保護者が現に３人以上の

子等と生計を一にしている場合において、その中における出生順位

が第３番目以降の子等として市長があらかじめ認めた支給認定子ど

もの利用者負担額については、無料とする。 

７ 保育時間を延長して保育を利用する場合において、その開始時間

が午前７時３０分より前となる場合及び終了時間が午後６時３０分

を超える場合は、午前、午後それぞれの場合について月額１，０００

円を利用者負担額に加算する。 

別表第２（第３条関係） 

年齢児 利用料（日額） 

３歳未満児 円 

１，９００ 

３歳児 ８００ 

４歳以上児 ７００ 
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別記様式（第５条関係） 

 


